






































































































	 本論文は、各章ごとに『タイムス』の変遷を時系列で追う。それぞれ、第 1 節で『タイムス』
の対外宣伝事業について確認し、第2 節、第3 節で英語教育界とのかかわりについて展開する。 

































































































の点などで優遇された。発行部数も敗戦後わずか 3 ヶ月で約 6 倍に拡大し、史上空前の特需は、
外務省という財政的基盤を失ったタイムス社の経営を救った。勿論、言論については他の邦字メ
ディアと同様に G.H.Q.による事前検閲が実施されていた。当時の『タイムス』を率いたのは東
ヶ崎潔社長を始めとした、太平洋戦争前後に来日した日系二世のアメリカ人たちであり、日米交
流のハブとして機能する一方、アメリカのパブリック・ディプロマシーとの緊張関係にもあった
（第1節）。 
	 しかし、あくまで日本人発行の英字新聞である『タイムス』は、G.H.Q.という「治者」に日本
国民の心情を公言するという理念を体現していたことが、社説の主語、紙面における「終戦」「敗
戦」の扱いから明らかになった。活字メディアとしての『タイムス』は、日本人読者が英文によ
って占領者と対峙する場（投書）とテキスト（論説）を提供することで、英語を使う主体を形成
していく教育機能をもっていたのである。「外国人と台頭に議論する」ことが理念的に保障され
る『タイムス』は、ラジオの英語や進駐軍の発音などの「正しい声」に対し劣位に甘んじざるを
得なかった英語通の日本人にとって、拠り所となる学習経験であった（第 2 節）。その一方で、
占領期の一時期を除き、外国人読者の存在が建前でしかなくなっていく『タイムス』および日本
の英字新聞は、ナショナリズムの発動より、エリート主義のメディアであったといえる。戦時下
において、時局に対応した「時事英語」は、占領下では「現代アメリカ人の標準英語」および「メ
ディアの英語」を意味するようになっていった。それは、活字メディアより音声メディアが優勢
となっていく英語文化と、「教養の没落」とも対応している。このような考察から、本章では、
使用に関してほとんど自明性をもたない日本人の英語、Japanese Englishのジレンマについて指
摘した（第3節）。 
	 以上の考察から本論文が導き出したのは、英字新聞という教育メディアが、古典に対抗する
「current English」という英語文化を形成していったことである。従来の英語教育史研究では、
教育目的論争について専ら「実用対教養」の二項対立で捉えてきた。しかし、少なくとも大正期
以降には、単なる教養批判の実用主義ではなく、「時文」という現代（current）の文体や知識を
重視する「英語」が台頭していた。古典に対する現代という軸を追加することにより、「英語」
の議論はひろがりを持つ。さらに、外国人への発信を建前とする『タイムス』は「日本・日本人」
を主語にもつ英文を読者に提供し、「発信する主体」の形成を促す教育媒体だったといえる。た
だし、日本社会で「英語」を使うことは、外国人より日本人のまなざしを内面化しやすい。受け
手の受容についてはさらなる事例研究が必要である。 
